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研究成果の概要（和文）：2009年・13年・17年と4年毎の3時点の調査データを用いた分析の結果、民主党政権下
の2009年と自民・安倍政権下の13・17年では、ナショナリズムの類型や構造などが一定程度異なることが示され
た。具体的には、尖閣・竹島問題がクローズアップされる以前の2009年に比べ、中国や韓国に対抗的な安倍政権
下では「日本を愛するべき」と主張するような愛国主義が反中・反韓意識と強く結びつくようになり、その傾向
が13年と17年に共通して維持されていた。またナショナリズムの類型としても、13年以降は反中・反韓を特徴と
するような形態が出現するなど、地政学的コンフリクトとナショナリズムの関連が明確化されてきた。

研究成果の概要（英文）：As a result of analysis using survey data at three-time points in 2009, 
2013, and 2017, we find that the types and structures of nationalism were shown to differ to some 
extent between 2009 under the Democratic Party administration and 2013/17 under the LDP / Abe 
administration. Since the Senkaku (Diaoyutai) and the Takeshima (Dokdo) islands disputes have been 
highlighted, the Japanese style retrospective patriotism is strongly associated with anti-Chinese 
and anti-Korean attitude. In addition, as for the type of nationalism, a type of nationalism 
characterized by anti-China and anti-Korean sentiments was emerged after the 2013 data, so the 
relationship between geopolitical conflicts and nationalism has been clarified in recent Japanese 
social circumstances.

研究分野：社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2009年から2013年にかけて日本社会では、中国と韓国に対する排外主義や国民の定義として祖先の共有などを必
要と考える民族的純化主義は強まっていた。また愛国主義が自民党への支持や投票への影響力を強めるなど、ナ
ショナリズムの下位概念の一部と政治との関連も、2009年から2017年にかけて強まっていた。その一方、安倍政
権が長期化する中でも愛国主義の平均値は微減ではあるが低下傾向を示し、また一般的には「左」と見なされる
脱原発の世論も維持されていた。さらに若者も、権威主義的傾向以外はいわゆる「右傾化」をしていなかった。
よって、いわゆる「右傾化」という傾向が、あくまで一部に限られていたことが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
2000 年代、特に 2010 年代以降の日本社会では、「ナショナリズムの高まり」、あるいは「右傾

化」とみなされる諸現象が多発している。例えば中国・韓国に対する差別的・排外主義的な主張

は、2000 年前後では主にネット上で頻出していたが、2010 年前後には「行動する保守」を自称

する団体によって路上にまで出現するようになっていた。それら諸団体は、反原発運動や沖縄の

反基地運動に対してもヘイトスピーチを行うなど、排外主義的な思想と「反・反原発」・「反・反

基地」などの政治的態度との間に一定の関連構造が存在していることが伺える状態であった。 

研究開始当初の 2016 年時点において、それらヘイトスピーチ団体によるデモなどの路上行動

自体は、それら団体に対するカウンター活動や通称「ヘイトスピーチ規制法」の影響もあってか

減少傾向にあった。しかし、彼ら・彼女らの出現の背景にある日本人一般のナショナリズム、特

に韓国・中国への好感度の低下（あるいは低水準の維持）は否定できない状況が続いている。 

また 2012 年末から続いた安倍政権では、靖国参拝や教育現場における愛国心教育の強制など

「ナショナリズム」重視がその特徴の一つに挙げられていた。また同政権は「国益」という言葉

を強調し、「現実主義」路線と称した様々な政策を展開していた。例えば安全保障における集団

的自衛権の行使容認、沖縄の普天間基地移設問題における（対沖縄）強行姿勢、さらにエネルギ

ーにおける原発再稼働。「リベラル」を自認する人々から特に強い反発を受けるそれら政策に邁

進する安倍政権の様子からも、安保政策や原発推進政策とある種のナショナリズムの間には一

定の関連があると想定された。 

そのような特定の政治勢力や政党の政治的主張とナショナリズムの関連は、世界的に幅広く

研究されており、例えば外国人排斥を訴える極右政党の欧州における伸張は社会学・政治学にお

ける主要なトピックの一つである（Semyonov, Rajiman & Gorodzeisky 2006 等）。また欧米諸国

のホスト社会側の人々の移民・外国人への意識（特に偏見）について、社会学・社会心理学など

様々な分野での研究の蓄積もある（例えば Quillian 1995 など）。しかし日本との社会状況の違

いから、それらの知見をそのまま日本に適用することは困難である。また強硬なナショナリズム

の主張の担い手について、特に日本では言説レベルでの議論や少数事例による検討（小熊・上野 

2003, 高原 2006 等）が多く、量的データに基づく実証研究は充分とは言えない状態であった。 

以上のような社会的背景と先行研究をふまえ本研究グループは、2009 年 11 月と 2013 年 12 月

に日本全国対象の量的社会調査を実施していた。その調査データの分析から、個人的属性（社会

経済的属性・外国人との接触経験）だけでなく、居住地域の状況（外国人居住率・ブルーカラー

比率）がナショナリズムに影響し、また各種イデオロギーや政治意識と相互連関することなどを

示していた（田辺編 2011 など）。さらに 2009 年時点に比べて 2013 年の調査結果では、尖閣・

竹島を巡る領土ナショナリズムの急速な高まりの結果の影響か、対中国・韓国への排外性が強ま

り、かつそれら意識と愛国主義の関連が強まっていたことを明らかにしていた（田辺編 2016）。 

しかし 2013 年の調査の後も安倍政権が継続する中で、日本社会の、特に政治的な「右傾化」

が懸念されていた（例えば中野 2015）。一方、2014 年に制定された安保法制に対しては、若者達

の中心とした SEALDs による反対運動が着目されるなど、総じて国内の政治的意見の分裂が大き

くなっている可能性も想定された。そのため、それら社会状況の変化の影響を正確に把握するた

めにも、2009 年・2013 年調査と比較可能な新調査が必要な状況となっていた。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、本研究チームが 2009 年・2013 年と継続的に行っている日本全国を対象とし



た量的サーベイ調査を 2017 年に再度行うことで、日本社会におけるナショナリズムと政治意識・

対外国（人）意識の可変性と不変性を実証的に解明することであった。 

2009 年と 2013 年に行った先行調査と 2017 年の新規データを加えた 3 時点間の比較分析を行

うことで、政治状況や社会状況とナショナリズムと政治意識・対外国（人）意識への影響を明ら

かにすることを目指した。そこで例えば 2009 年と 13年の間に中国・韓国に対する排外性が強ま

り、その反中・反韓意識と愛国主義の関連が強まっていたが、その関係性が安倍政権が長期化し

ていた 2017 年時点においても維持されているのか、それとも変化したのかなどの検証を行った。 

また 2013 年以降の政治情勢の変化を踏まえ、安保法制などが変化した 2015 年以降の日本社

会におけるナショナリズムの現状の把握も目的の一つであった。特に当時議論が盛んになって

いた立憲主義や安保関連の意識・態度の規定要因を実証的に検討した上で、それら政治意識とナ

ショナリズムの関連構造を、計量分析によって明確化し、同時に投票行動以外の政治参加（デモ

等）についても、その参加者の意識や属性の分析を行い、参加者像の実証的解明を試みた。 

また特に安全保障関連の事象が政治問題として先鋭化していた状況を鑑み、日本国内の地域

差、特に米軍基地問題などを抱える沖縄を対象とした調査を行うことで、ナショナリズムと政治

意識の規定要因や関連構造における沖縄と沖縄以外の地域の共通性と異質性の解明を目指した。 

 

３．研究の方法 

前述の目的を果たすために本研究では、2017 年に日本全国と沖縄県を対象とした大規模な量

的社会調査を行い、特に本土と（基地問題で独立論も存在する）沖縄の比較を通じて、現代日本

におけるナショナリズムや政治意識の実証的検討を行った。 

量的社会調査について具体的には、まず日本全国を対象とした調査（以下「全国調査」と略称）

では、2009 年と 2013 年の先行調査と比較可能なナショナリズムや政治意識の項目に加えて、投

票以外の政治行動（デモへの参加、署名、献金など）の経験と今後の意向、安保や米軍基地問題

に対する意識などを尋ねた。標本抽出については層化多段抽出を用いた。まず 2015 年国勢調査

に基づいて日本全国の市区町村を外国人居住比率で 3層に分けた上で、各層から 20 市区町を市

区町村の人口比に応じて無作為に抽出した。その上で抽出された 60 市区町の選挙人名簿から

9,000 名（1地点 150 名）の方々を無作為に抽出し、郵送にて調査票を送付し、郵送にて調査票

を回収した（一部、インターネットを通じた回答も受け付けた）。その結果、合計 3,882 名（調

査不能を除いた回収率は 44.5%）の方々から回答を得た。 

また沖縄県を対象とした調査（以下「沖縄調査」と略記）についても、全国調査とほぼ同様の

設計（沖縄アイデンティティに関する質問など、一部沖縄独自項目に変更）の上で実施した。標

本抽出については、沖縄県内の離島を含む市町村を、人口比に応じて無作為に 10 市町を抽出し

た。その上で、各市町の選挙人名簿よりそれぞれ 150 名を抽出し、合計 1,500 名の方々に郵送に

て調査票を送付し、そのうち 504 名の方々から回答を得た（不着等を除いた回収率は 34.5%）。 

以上のような社会調査によって得た 2017 年データについて、前掲の 2009 年と 2013 年に同様

の設計で行った全国調査のデータを用いた時点間比較分析を行うことで、ナショナリズムや政

治意識の平均的変化だけでなく、その規定要因や概念構造の時代的変化の有無なども分析した。 

 

４．研究成果 

 本研究の成果は、以下のように複数ある。まず代表者と分担者 4名に加えて研究協力者 4名の

協力を得て『日本人は右傾化したのか―データ分析で実像を読み解く』（田辺編 2019）というタ

イトルの学術図書を、勁草書房より刊行した。全体的な結論としては、対中・対韓排外主義や民



族的純化主義は強まり、また愛国主義が自民党への支持や投票への影響力を強めるなど一部ナ

ショナリズムの下位概念と政治との関連が 2009 年から 2017 年にかけて強まっていた。その一

方、安倍政権が長期化する中でも、愛国主義の平均値は微減ではあるが低下傾向を示し、また一

般的には「左」と見なされる脱原発の世論も維持され、さらに若者も権威主義以外はいわゆる「右

傾化」をしていなかった。つまり、いわゆる「右傾化」という傾向があくまで一部に限られてい

たことが確認された。 

 前掲書に含まれる研究成果をより詳しく紹介すれば、例えば「不安や不満がナショナリズムを

高める」という通俗的な議論とは異なり、社会的不安はむしろナショナル・プライドを低下させ

ていた。とはいえ、個人的な不満は文化的ナショナル・プライドを高める傾向が示され、個人の

不遇な状態への「代替」としてネイションというレベルの社会的アイデンティティを希求する傾

向も一定程度存在していると考えられる（2 章）。また外国人増加への否定的評価が現実的な脅

威の正確な反映ではなく（3章）、排外主義的傾向も生活圏の外国人比率などとは関連が弱い（4

章）など、それらがナショナリズムの一部として形成される意識であることが確認された。その

上で外国籍住人の社会権に対する意識なども、外国人を脅威とみなしたり、「単一民族国家」的

な国民観を抱いたりする人ほど否定的であった（5章）。 

さらにナショナリズムと政治意識・行動との関連としては、例えば 2009 年の民主党政権期と

比べ、13年と 17年の自民党政権期では愛国主義や民族的純化主義が強い人ほど自民党を支持す

る傾向が示され（6章）、投票行動についても（2012 年衆院選に比べて）2017 年の選挙において

は純化主義と排外主義、また外国人一般排外主義の自民党投票への影響力が強まっていた（7章）。

そのようにナショナリズムが政党間対立に強く影響するようになってきた様相が示された。と

はいえ、デモや署名のような投票外の政治参加について、むしろ純化主義と排外主義が強い人々

の方があまり行っておらず、ナショナリズムと政治行動の間の複雑な関連が示された（8 章）。

また脱原発志向のような直接ナショナリズムと関連がなさそうに見える政策志向についても、

中韓排外主義が「反・反原発志向」と結びついており、この点は「反リベラル」（反サヨク）と

いう世界観が、中国・韓国への排外主義と反・反原発志向の基盤となっていることをうかがわせ

る結果であった（9章）。 

その上で「若者の右傾化論」についても実証的に検討した結果、2010 年代の日本の「若者」の

特徴として明確に指摘できるのは権威あるものには従ったほうがよいという権威主義的傾向が

（以前の世代よりも）強まっていることのみであり、他の意識には特に右傾化の傾向は見られず、

いわば「右傾化なき保守化」という状況であった（10章）。 

また、ナショナリズムを一つの「認知図式（schema）」の一つとして捉えた上で、2009 年・2013

年・2017 年の 3 時点データに潜在クラス分析を用い、その認知図式の類型を抽出した。その結

果、欧米諸国の外国人以外の受入に消極的な「親欧米型」、単一民族国家的国民観を前提に強い

愛国主義と（外国人全般への）排外主義をもつ「国粋型」、一方外国人受入に比較的積極的な「リ

ベラル型」などが時代を通じて抽出された。また 2009 年には愛国主義を持たないが外国人全般

を拒否する「排外型」が、一方 2013 年と 2017 年では愛国主義が弱いが特に反中と反韓を特徴と

する「反中・韓型」が抽出されるなど一定の時代差も確認された（田辺 2021a）。 

さらに沖縄調査の分析結果として(田辺 2021b)、まず 2017 年時点の沖縄においては過半数の

人々が「沖縄人で日本人」という複合的アイデンティティを選択し、「沖縄人（ウチナーンチュ）」

をは全体の 4分の 1ほどで、また「日本人」という回答は全体の 6分の 1程度となっていた。そ

のアイデンティティ類型の担い手の違いを検討した結果、年齢や沖縄生まれであるか否かのよ

うな属性以外は、そのアイデンティティ選択を大きく弁別するような変数はなく、沖縄における



ナショナル・アイデンティティの類型が、基本的に経済階層などで決定されるものではなく、ま

さに自らの選択に委ねられた「アイデンティティ」であると考えられる結果でもあった。 

とはいえ、それらアイデンティティ類型は政治家（安倍晋三・翁長雄志）や自民党などへの好

感度や沖縄の政治的立場（独立志向、自治志向など）と比較的強く関連していた。まさに沖縄に

おける基地問題などの政治的対立に「イデオロギーよりもアイデンティティ」が影響しているこ

とをうかがわせる結果であった。特に自己定義として「日本人」というアイデンティティを選ぶ

沖縄在住の人々は、本土とされる沖縄県以外の一般の人々よりも平均的に、沖縄により「厳しい」

政治的見解を抱いていた。つまり、沖縄県内で「日本人」アイデンティティのみをあえて抱く人々

は、自らがアイデンティファイしない「沖縄」により厳しく、「日本」に過度に同化しようとし

ているようにもみえる。しかしながら基地問題に関する意識について、沖縄では世代差も大きく

なっており、さらにそのようなアイデンティティと基地問題との間の関連の世代差も確認され

ている（米田 2021）。 

以上の研究結果全体を通じ、本研究の目的である現代日本におけるナショナリズムの現状と

その担い手の解明、対外国・外国人意識や各種政治意識とナショナリズムの関連の実証的な検討

は進んできている。また沖縄調査と全国調査を用いた地点間比較についても、（未発表の成果で

あるが）「日本」というレベルのナショナリズム自体は、本土と沖縄においてその構造や強度に

大きな差はないことも確認している。 

とはいえ、本研究が調査を行った 2017 年の時点と比べ、時代・政治状況としてコロナ禍や（戦

後最長となった）安倍政権の交代などの大きな変化を経ている。そのような状況変化の影響の有

無を追い続けることで、ナショナリズムや政治意識とその関連構造に対する時代／社会の影響

の一般理論を構築するための実証的基礎を築いていくことができると考えている。また、時点間

比較と地域比較の組合せについては、特に地域比較が進捗しておらず、今後の課題として残って

いる。そのためにも地域比較として沖縄データを、そしてできうる限り国際比較が可能なデータ

を収集し、時点・（国際比較を含めた）地点比較分析を行っていくことで、ナショナリズムと政

治意識に関する、より一般化可能な理論構築を目指していきたい。 
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